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資料５

長崎電気軌道（株）の第１５０５号車は 単線区間の大浦海岸通り停留場から石橋停

【本重大インシデントの概要】(H22.10.21発生)

長崎電気軌道（株）の第１５０５号車は、単線区間の大浦海岸通り停留場から石橋停

留場間において当該単線区間から第５０３号車が出たのを確認後、大浦海岸通り停留場

を出発した。第１５０５号車は松ヶ枝橋交差点の石橋行き停止線で停車したところ、当

該単線区間内の松ヶ枝橋交差点の第１停止線に第１２０３号車が停車するのを認めた。該単線区間内の松ヶ枝橋交差点の第 停止線に第 号車が停車するのを認めた。

このとき第１５０５号車と第１２０３号車の間隔は約４６ｍであった。

1.規程・基準等の教育について

【同社に対する勧告内容(別添1)】 (H23.9.30)

(1)同社は、保安方式施行に関する作業基準等が、適切かつ作業者の対応能力等の実態に合ったものであるかどうか検証すること

(2)関係社員に対し、教育した内容が十分生かされるよう、適切な教育・訓練を行い、定期的かつ継続的に習熟度を確認すること

(3)関係社員に対し、法令、社内規程等の意味を理解した上でそれらを遵守することを徹底すること(3)関係社員に対し、法令、社内規程等の意味を理解した上でそれらを遵守することを徹底すること

2. 安全管理体制の充実及び効果的な施策の推進について

(1)現行の安全管理の各施策について、その効果について検証し、形骸化している体制や施策については廃止又は見直しを行うこと

(2)本社主導の安全管理体制を見直し、現場が問題をなおざりにせず、主体的に学習し、自ら改善する組織になるような施策を実施
すること



長崎電気軌道大浦支線の鉄道重大インシデントに係る勧告に基づく措置の状況について

【同社から提出された実施計画(別添2)】 (H23.11.30) 【同社から提出された完了報告(別添3)】 (H24.12.26)
（今回の報告は下線部のみ。それ以外はH24.5.30に報告済）

１．（１）
①各研修会における保安方式の教育の実施
②通票式施行マニュアルの見直し
③指導法施行マニュアルの作成

１．（１）
①研修において、保安方式に関する教育を実施
②当該マニュアルの見直しを行い、全運転関係係員に周知
③当該マニュアルを作成し、研修会で教育を実施
１．（２）

１．（２）
①年間教育計画表の作成による確実な研修会の実施
②理解度を図るための紙上試問等の実施
③習熟度確認のための係員研修会及び個人面談の実施
④乗務員１人につき年2回の添乗の実施

１．（２）
①年間教育計画表を作成し、これに基づき研修会を実施
②研修会において、紙上試問を実施したうえで、理解度の把握及び

教育内容の見直しを実施
③研修会の中で、教育内容が身についているかどうか実演及び口頭

試問にて確認
⑤添乗チェック表の見直し

１．（３）
①お客様アンケートの実施
②定例研修会における過去の事故事例を参考とした教育実施

試問 確認
④乗務員1人につき年2回の添乗を実施し、基本運転の実施等を検証
⑤当該チェック表を見直し、内容を理解し実行しているか確認
１．（３）
①車内にアンケート箱を設置し、お客様アンケートを実施
②研修会において、過去の事故事例を分析し、再発防止策の策定等

③施設改善に伴う運転取扱の変更に関する個人形式による教
育

２．（１）
①ヒヤリハット改善検討委員会及び事故防止委員会への現場

社員 参加

事故を教訓とした教育を実施
③施設改善に伴う運転取扱の変更に関し、個人形式教育を実施

のうえ、理解度を確認
２．（１）
①ヒヤリハット改善検討委員会及び事故防止委員会に現場係長や乗

社員の参加
②各施策の廃止又は見直しによる事故防止研究会の設置
③大浦海岸通り停留場にモニターを設置

２．（２）
①安全ミ テ ングの実施

務員を参加させ、現場の意見を聴取した
②形骸化していた事故撲滅委員会の内容を見直して事故防止研究会

を設置し、安全意識の向上を図った
③閉そく区間の車両の有無を確認するため、モニターを大浦海

岸通り停留所に設置
（ ）①安全ミーティングの実施

②異常時における作業訓練の実施
２．（２）
①2か月ごとに安全ミーティングを実施
②異常時訓練を年1回実施
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長崎電気軌道株式会社大浦支線における鉄道重大インシデントに 

係る勧告に基づく完了報告について 

 

 

 

 

運輸安全委員会は、平成 22 年 10 月 21 日に発生した重大インシデントの調査に

おいて、平成 23 年 9 月 30 日に重大インシデント調査報告書の公表とともに、原因

関係者である長崎電気軌道株式会社に対して別添１のとおり勧告を行い、勧告に基

づく措置の状況（実施計画書）について別添２のとおり同社から報告を受けました。 

これを受け昨年５月、同社から勧告に基づく措置の完了報告（中間報告）を受け

たところですが、今般、別添３のとおり最終の完了報告を受けましたのでお知らせ

します。 

 また、今回の同社からの完了報告は勧告の内容を反映したものとなっています。 

 

 

 






























